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コロナ渦でのリスク
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世界保健機構（WHO）の事務局長 Dr. Tedros
がパンデミック宣言を発令してから、本稿執筆
時点で約 1 年が経過した。この 1 年、在宅勤務、
オンライン授業、オンライン会議等が推進され
るとともに、テーマパーク、映画館、劇場、演
奏会場、博物館等ではその営業が、各種スポーツ、
野外コンサート、花火等のアウトドアイベント
ではその開催が、また飲食店を含む多くの店舗
においてもその営業が半強制的に制限され、社
会全体のアクティビティーは著しく低下してき
た。このような環境のもとでは、産業事故数の
減少が期待される。実際はどうだったのだろ
うか？

私が専門としている火薬の分野においては、
花火の事故件数の著しい減少が特徴的であった。
これは、密回避という金科玉条の下に花火大会
が尽く中止に追い込まれた影響が反映されたも
のと考えられる。しかしながら、他の産業の事
故件数にはそれほど大きな影響を与えなかった
ようである。

厚生労働省発表の労働災害速報によれば、
2020 年の労働災害による死亡者数は前年比 
−6.3％とやや減少傾向であったものの、死傷者
数では前年比＋2.6％と増加を示しており、ここ
最近 5 年程のそれぞれの件数の推移を見る限り、
昨年が特異点を示しているわけではないことが
わかる。また、2020 年の交通事故は、件数、死
者数ともに前年よりは減少が見られたが、これ
らは 5 年連続で減少傾向にあり、労働災害と同

様、昨年は特異点ではない。社会全体のアクティ
ビティー低下の傾向は顕著であったのに対し、
それが事故件数の低下に必ずしも結びついてい
ないことに少なからず驚かされる。

再び、花火事故の話に戻る。昨年の花火事故
の特徴として、相対的に火災事故の割合が多かっ
たことが挙げられる。2020 年は、東京オリンピッ
ク・パラリンピックの開催期間を避けるために
夏季開催の花火大会が半強制的に日程変更させ
られたものの、コロナ禍によりそれらすべてが
4 月の緊急事態宣言発出以降、開催見送りとなっ
ていった。このため大量在庫を抱えた花火業界
は生残りをかけ、密を避けた予告無し花火や観
客を限定したプライベート花火等、小規模の花
火に新たな活路を求めた。結果として、2020 年
は、湿度の低い秋以降の季節で花火が消費され
るに至り、火災事故割合の増加を招いたと考え
ている。

昨今、安全意識の高まりから事故対策等が充
実してきており、定常作業の安全性はかなり確
保されてきた。その一方で非定常作業での事故
が目立つのは、産業災害における一般的な傾向
と言えるが、コロナ禍の影響が、このような場
面で顕在化されるのは、安全工学的に極めて興
味深い。また、社会全体のアクティビティー低
下に必ずしも産業事故の発生数が相関しない理
由も、そんなところにヒントの一端があるので
はないかと考えている。
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